
ファミリー・サポート・センター事業の拡充について

政策提言先 厚生労働省

政策提言の要旨

ファミリー・サポート・センター事業のさらなる普及に向け、小規模なセンターに対する子ども

・子育て支援交付金の補助基準額の引き上げを提言します。

また、「預かり手増加のための取組」の加算対象への追加、預かり場所の借り上げに係る費用の

補助対象への追加について提言します。

【政策提言の具体的内容】

１ 小規模なファミリー・サポート・センターに対する補助基準額の引き上げ

子育て支援に有効なファミリー・サポート・センター事業を全国的に普及させるため、小規模

な自治体でもセンターを開設し、安定的に運営できるよう、子ども・子育て支援交付金の補助基

準額の引き上げを提言します。

２ 「預かり手増加のための取組」への加算対象への追加

「預かり手増加のための取組」として、市町村の取組を促し、全国の会員増につなげるため、保

育所や放課後児童クラブ、地域の公民館などで会員獲得に向けた説明会や会員登録といった具体

的な取組そのものを加算対象に追加することを提言します。

３ 預かり場所の確保に係る経費の補助対象への追加

新型コロナウイルス感染症などにより、自宅での預かりができない場合に、各センターが預か

り場所を確保するための費用について、子ども・子育て支援交付金の補助経費へ追加することを

提言します。

【政策提言の理由】

１ 小規模なファミリー・サポート・センターに対する補助基準額の引き上げ

・ ファミリー・サポート・センター事業の実施割合は、全国市町村で51.9％（平成30年度）、

高知県内で35.3％（令和３年３月現在）にとどまっている状況です。

・ 国においては、補助要件である会員数の引き下げなど、ファミリー・サポート・センター事

業の充実に向けて取り組んでいただいておりますが、会員数の大幅な増加が見込みづらい小規

模な自治体にとっては、現行の交付金メニューでは十分な財源の確保が難しく、事業実施に踏

み切れません。

・ 小規模な自治体であっても、センターを設置・運営するためには最低限の人件費や運営費が

必要です。ファミリー・サポート・センターをさらに普及させていくためには、特に会員数20

～49人の区分における基本事業分の補助基準額を引き上げ、安定的かつ十分な財政支援を行う

ことが必要です。

２ 「預かり手増加のための取組」への加算対象への追加

・ 令和元年度から新設された「預かり手増加のための取組加算」は、会員の確保策として効果

が高いものと考えております。

・ 当加算は、年度末に会員数の増減を精査した結果、一定の増員が認められた場合のみ加算対

象となっているため、会員となり得る人員が限られる小規模な自治体では、会員増に向けた取

組行っても、基準を満たす増員を図ることが困難で、必要な財源を確保できないという声が聞
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かれています。

・ 財政状況の厳しい小規模な自治体において、預かり手確保に向けた積極的な取り組みを後押

しするためには、地域の公民館や保育所などで実施する会員獲得に向けた取組そのものに対す

る加算措置を設けることが効果的であると考えます。

３ 「預かり場所確保に係る経費」の補助対象経費への追加

・ 現在の要綱では、子どもの預かり場所としてセンターが専用の部屋等を借り上げることは可

能とされていますが、その費用は交付金の補助対象とされていません。

・ 新型コロナウイルス感染症の拡大により、自宅に高齢の家族や病気の家族が居る場合などで、

預かりが困難となっています。このほか、自宅に居る家族の急な病気で普段行っていた通常の

預かりができないといったケースもあり、安心して預かりができる場所の確保が必要となって

います。

・ このため、令和3年度より、センターが借り上げた施設等の経費に対する補助を県独自で実

施しています。

・ 小規模な自治体であるほど、費用負担がネックとなっています。また、子育て中の世帯が安

心して子育てができ、また、安心して働くことができるよう、ファミリー・サポート・センタ

ー事業を充実し、全国にさらにセンターを普及させていくためにも、補助対象経費の拡充が必

要です。


